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１ 地方歳出の推移と地方一般財源総額確保の必要性

２ 行政コスト比較による一律の削減が困難な歳出構造

３ 地方交付税の果たすべき役割と財政健全化に向けた地方の取組み

４ 地方創生と経済回復に全力で取り組む地方への支援



地方財政の現状と課題について Ⅰ

１ 地方歳出の推移と地方一般財源総額確保の必要性

・近年の地方歳出については、国の法令等により義務的に実施する事業や高齢
化等の進展等に伴う社会保障関係費の増加を、地方の給与関係経費や投資的
経費などの削減で吸収しているのが実態であり、地方の懸命な歳出削減努力
によるところが大きい。

・従来のような給与関係経費や投資的経費の削減などによる対応は極めて困難
な状況にあることや社会保障関係費がさらに増嵩することなどを踏まえ、地
方が、地方創生・人口減少対策をはじめ、地域経済活性化・雇用対策、国土
強靭化のための防災・減災事業等の行政サービスを十分に担えるよう、地方
の安定的な財政運営に必要な一般財源総額を確保すべき。

２ 行政コスト比較による一律の削減が困難な歳出構造

・地方の財政力や行政コストの差は、人口や地理的条件など、歳出削減努力以
外の差によるところが大きく、一律の行政コスト比較になじまない。さら
に、地方の歳出は、その大半が法令等により義務付けられた経費や国の補助
事業であり、国の制度や法令の見直しなしに一律の大幅歳出削減を行えば、
地方単独事業はもとより義務的な事務を行うことも事実上不可能となるおそ
れが高い。地方財政を他の歳出分野（社会保障等）と同列に単独で見直すこ
とは困難。



社会保障関係費が増加する中で、給与
関係経費や投資的経費を大幅に削減
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【地方財政決算の推移】

▲4.8兆円 ＋8.8兆円 ▲9.9兆円

(注)社会保障関係費は、一般行政経費（単独分）相当分（乳幼児・妊産婦医療費助成、保育料軽減
事業費補助金など地方独自の取組み）を含む。なお、東日本大震災分を除いている。

(注)内訳が公表されていない一般行政経費（単独分）に係る社会保障関係費は、社保以外に算入。

▲16.2兆円＋10.3兆円▲3.4兆円

一般行政経費等



（単位：兆円）

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ27-H17

22.7 22.6 22.5 22.2 22.1 21.7 21.3 21.0 19.7 20.3 20.3 ▲ 2.4

23.1 25.2 26.2 26.5 27.3 29.4 30.8 31.1 31.8 33.2 35.1 11.9

補 助 事 業 10.1 10.7 11.2 11.6 12.3 14.4 15.7 15.9 16.4 17.4 18.5 8.5

単 独 事 業 12.2 13.5 14.0 13.8 13.8 13.8 13.9 13.8 14.0 14.0 14.0 1.8

まち・ひと・しごと創生事業費 1.0 1.0

0.4 0.9 1.4 1.5 1.5 1.5 1.2 0.8 0.8

13.4 13.3 13.1 13.4 13.3 13.4 13.2 13.1 13.1 13.1 13.0 ▲ 0.4

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.2 0.2

19.7 16.9 15.2 14.8 14.1 11.9 11.3 10.9 10.7 11.0 11.0 ▲ 8.7
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2.9 2.7 2.7 2.6 2.7 2.7 2.7 2.7 2.6 2.6 2.5 ▲ 0.3

1.0 1.5 2.4 2.5 1.3 0.7 0.7 0.7 0.8 0.9 1.4 0.4

83.8 83.2 83.1 83.4 82.6 82.1 82.5 81.9 81.9 83.4 85.3 1.5

※四捨五入により計が一致しないところがある
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○ 地方財政計画は、歳出特別枠を含めてここ１０年間ほぼ同規模



地方財政計画の歳出（一般行政経費）の分析

≪総務省資料≫

単独は社会保障関係
費を含めて、この10年
間ほぼ横ばい

高齢化の進展等
に伴う社会保障
関係費（補助）が
年々増加

（兆円）



鳥取県の財政需要
○地方部では、地理的要因・人口の偏在等によりスケールメリットが働かず、高齢化率も高いため、森林保全や高齢者対策
などの経費が増嵩する。また、とっとり創生に向けたチャレンジとして、移住定住施策にも力を入れている。

＜森林保全＞
 森林は県土の７４％を占めている。（全国１３位）

 荒廃を食い止め、二酸化炭素の吸収や水源涵養など、
森林の多面的機能の維持を図ることが必要。

＜県内用途別素材生産量の推移＞

＜高 齢 者＞
 本県は全国１３位の高齢化率。

 県独自の「支え愛」の取り組みとして、
見守り活動や元気高齢者の対策を推進。

＜６５歳以上人口1人当たり老人福祉費（単位：千円）＞

Ｈ１８ Ｈ２４ 増加額

鳥取県 １８６．５ ２３８．３ ＋５１．８

全 国 １７１．５ ２０８．０ ＋３６．５

＜移住定住＞
 移住相談体制の充実、県外への情報発信、
田舎暮らし体験機会の創出等の結果、

H23からの４年間で移住者３，０００人超を達成。
⇒ Ｈ２５の移住者数は全国１位（９６２人）

 今後４年間は移住者４千人を目標に掲げ、
受け皿となる農の雇用対策を重点的に実施。

＜新規就農者数の推移＞

近年120名程度で推移

とっとり創生へ
果敢にチャレンジ

H１９ Ｈ２６
移住定住関係 ０ ２．９

県外からの新規
就農者受入関係

０ ４．２

【県予算の推移】（単位：億円）

【県予算の推移】（単位：億円）

H１９ Ｈ２６
林業関係 ６６ ９１



・地方の財政力や行政コストの差は、人口や地理的条件など、歳出削減努力以外の差によるところが大きく、
一律の行政コスト比較になじまない。
・地方歳出の大半は法令等による義務的な経費であり、大幅に削減する場合は制度や法令の見直しが必要。

構造的課題

※ 財政力指数は、H23～H25の３ヶ年平均
※ ラスパイレス指数は、同一グループ内の平均
※ Ｈ２５人件費は、東日本大震災分を除く

①国庫補助関連事業、②国が法令等で基準を設定している
もの（警察官や高校教員数など）、③国が法令でその実施を
義務付けているもの（戸籍、保健所、ごみ処理など）

地方財政計画（平成27年度）【85兆2,710億円】

地方の一般歳出の大半は、国の法令等
の関与が存在する等の義務的な経費

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ａ～Ｄ

国の法令等の関与の
ない地方単独事業

＜ラスパイレス指数・人件費の状況＞

（千円）

財政力指数 ～0.3 0.3～0.4 0.4～0.5 0.5～0.7 0.7～1.0 全都道府県

ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ
（H26.4.1） 98.1 99.5 99.2 100.7 101.3 99.9

人件費削減率
（H16→H25）

▲19.6%
～▲7.7%

▲20.9%
～▲9.6%

▲16.9%
～▲6.5%

▲15.1%
～▲6.5%

▲17.4%
～▲6.8%

▲20.9%
～▲6.5%

既に、財政力の低い団体はより大幅な行革を実施
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人口１人当たり歳出（H25決算）【左軸】
※民生費・衛生費・警察費・教育費
（主に法令による義務的経費）の合計

財政力指数【右軸】

＜人口１人当たり歳出・財政力指数の状況＞



地方財政の現状と課題について Ⅱ

３ 地方交付税の果たす役割と財政健全化に向けた地方の取組み

・地方交付税については、成長力の違いにより地域間格差が拡大するなか、本
来の役割である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されることが経済
効果を地域の隅々に波及させるために必要であり、その総額を確保するとと
もに、法定率の引上げを含めた抜本的な見直しを検討し、臨時財政対策債な
ど特例措置に依存しない持続可能な制度の確立を目指すべき。

・地方においても、限られた財源を有効に活用するため、地方行革を積極的に
進めるとともに、地方公会計の整備、公共施設等総合管理計画の策定や公共
施設の最適配置の推進などに取り組んでいる。

４ 地方創生と景気回復に全力で取り組む地方への支援

・地方税収はリーマンショック前の水準まで回復していないなか、地方歳出の
一方的な削減は、景気回復に向かっている地域経済に水をさすことになり、
住民サービスにも重大な影響を与えることとなる。アベノミクスの成果を地
域の隅々にまで行き渡らせることが喫緊の課題。

・安倍政権の最重要課題である地方創生に向けた取組みはまだ緒に就いたばか
りであり、今後、地方創生に向けて、地方としても自主性と主体性をもって
全力で取り組む覚悟。そのような中、国の制度的見直しなしに安定的な財政
運営に必要な財源を削減されては地方創生は実現不可能。



臨時財政対策債の累積残高の推移
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○ リーマンショック後、臨時財政対策債の残高は、約２倍に増加（Ｈ13からは約40倍）

約４０倍

約２倍

（見込）



行財政改革に積極的に取り組む地方財政

≪全国知事会資料≫

※職員数の削減分は含まない



行財政改革に積極的に取り組む地方行政

≪全国知事会資料≫



鳥取県の行財政改革・効率化の取組

【参考】鳥取県の財政指標（H25）

指数 鳥取県 全国平均 備考

財政力指数 ０．２４（４５位） ０．４６ 基準財政収入額／基準財政需要額の過去３年平均

経常収支比率 ８８．６％（３位） ９３．１％ 人件費・公債費など経常経費に充当した一般財源／地方税など経常一般財源

実質収支比率 ４．０％（３位） １．４％ 実質収支／標準財政規模

将来負担比率 １０８．９％（３位） ２００．７％ 一般会計等が将来負担する実質的負債／標準財政規模

○鳥取県においては、厳しい財政状況の中、積極的な行財政改革・効率化を行い、財源を生み出している。

取組事例 主な成果

◇事務の共同化
①県と市町村の共同組織での滞納地方税の徴収（H22～）

②地元町との除雪作業の連携共同化（H23～）

①県税徴収率は全国１位（６年連続（H20～H25））、滞納額に対する
市町村の未処理率が約１０％低下
②除雪体制の強化・即時対応等による住民サービスの向上

◇集中改革プランの策定による見通しをもった定数削減 ８年間で約９％の削減（国は13年間（H13～H25）で３％の削減）

◇職員宿舎の廃止等による県有未利用財産の売却 ８年間で約３２億円の売却実績

◇給与制度の見直し（期末手当・給料月額の引き下げ等） 鳥取県のラスパイレス指数は全国最下位 ９１．８（H26.4.1時点）

◇県民共通の財産である森林を「県民全体」で守り育てていく
森林環境保全税の導入（H17～：全国３番目）

（約１．８億円/年の税収）

＜使途内容＞
・ボランティア等によるシンボル的な森林の保全活動
・森林の保全・整備、竹林対策

＜一般行政職ラスパイレス指数の推移＞
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【背景】
・過去に建設された公共施設等が今後大量に更新時期を迎え
る一方で、地方公共団体の財政は依然として厳しい状況。
・人口減少等により今後の公共施設等の利用需要が変化。

▼

１．所有施設等の現状把握
・公共施設等や人口についての現況及び将来の見通し
・公共施設等の維持管理・更新等に係る中長期的な経費や財源
の見込み
２．施設全体の管理に関する基本的な方針
・全ての公共施設等が対象。情報の管理・集約部署を定める。
・現状分析を踏まえ、公共施設等の管理に関する基本的な方針
を記載。
・計画の進捗状況等に応じ、順次計画をバージョンアップ。
今後は、管理に関する基礎情報として固定資産台帳も活用

【目的】
(1) 説明責任の履行
住民や議会、外部に対する財務情報の分かりやすい開示
(2) 財政の効率化・適正化
財政運営や政策形成を行う上での基礎資料として、資産・
債務管理や予算編成、政策評価等に有効に活用

【財務書類整備の効果】
(1) 資産・負債（ストック）の総体の一覧的把握
資産形成に関する情報（資産・負債のストック情報）の明示

(2) 発生主義による正確な行政コストの把握
見えにくいコスト（減価償却費、退職手当引当金など各種
引当金）の明示
(3) 公共施設マネジメント等への活用
固定資産台帳の整備等により、公共施設マネジメント等へ
の活用が可能

▼
平成29年度までに統一的な基準による地方公会計を整備

地方公会計の整備促進 公共施設等総合管理計画の策定

各地方公共団体が公共施設等の全体を把握し、長期的視点
に立って公共施設等の総合的かつ計画的な管理を行うため、
「公共施設等総合管理計画」を策定（計画期間10年）

さらなる財政健全化に向けた取組み


